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１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細 （単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額

建 物 5¶216¶250 0 0 5¶216¶250 1¶914¶817 349¶489 3¶301¶433

有形固定資産 その他の有形固定資産 18¶969¶136 17¶838¶518 9¶808¶990 26¶998¶664 9¶049¶849 3¶960¶756 17¶948¶815

計 24¶185¶386 17¶838¶518 9¶808¶990 32¶214¶914 10¶964¶666 4¶310¶245 21¶250¶248

無形固定資産
ソ フ ト ウ ェ ア 31¶524¶209 17¶043¶200 31¶524¶209 17¶043¶200 1¶704¶321 4¶856¶741 15¶338¶879

計 31¶524¶209 17¶043¶200 31¶524¶209 17¶043¶200 1¶704¶321 4¶856¶741 15¶338¶879

~ その他の有形固定資産の内訳は、工具・器具及び備品であります。
２．有価証券の明細 （単位：円）

種 類 及 び 銘 柄 取 得 価 額 券 面 総 額 貸借対照表計上額 当期費用に含まれた評価差額 摘 要

満 期 保 有 目 的 債 券
国債

国庫短期証券第345回 299¶941¶500 300¶000¶000 299¶958¶510 `

計 299¶941¶500 300¶000¶000 299¶958¶510 `

貸借対照表計上額合計 299¶958¶510
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(注２) 預託金（貸借対照表計上額78¶877百万円）は、将来キャッシュ・フローを見積もること
ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、金融商品の時価開示の対
象とはしておりません。

２．再保険契約に係る注記事項
\ 独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構に関する省令（平成19年総務省令第98号）第
26条第７項に規定する再保険を付した部分に相当する簡易生命保険責任準備金の額：

66¶443¶183¶695¶646円
] 独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構に関する省令（平成19年総務省令第98号）第
28条第２項に規定する再保険を付した部分に相当する簡易生命保険支払備金の額：

936¶056¶513¶588円
^ 独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構に関する省令（平成19年総務省令第98号）第
29条第３項に規定する再保険を付した部分に相当する簡易生命保険契約者配当準備金の額：

2¶335¶674¶629¶185円
なお、再保険契約に基づき、再保険先が再保険配当について積み立てている契約者配当準備
金のうち、上記準備金相当額への未割当額は1¶550¶526¶471円です。

Ô．損益計算書関係
再保険契約に係る注記事項
１．独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構に関する省令（平成19年総務省令第98号）第26

条第７項に規定する再保険を付した部分に相当する簡易生命保険責任準備金の戻入額：
6¶945¶635¶889¶424円

２．独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構に関する省令（平成19年総務省令第98号）第28

条第２項に規定する再保険を付した部分に相当する簡易生命保険支払備金の戻入額：
54¶758¶698¶074円

３．独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構に関する省令（平成19年総務省令第98号）第29

条第３項に規定する再保険を付した部分に相当する簡易生命保険契約者配当準備金の繰入額：

278¶473¶312¶528円

Õ．キャッシュ・フロー計算書関係

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 236¶481¶824円
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資金期末残高 236¶481¶824円
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２．委託会社との主な相殺取引に係る説明事項

契約者等との保険料収入、保険金支払及び貸付金等に係る取引について、独立行政法人郵便貯

金・簡易生命保険管理機構法（平成17年法律第101号）第16条に規定する再保険契約及び同法の

規定に基づく借入金に関する契約により、株式会社かんぽ生命保険との間で同額の債権債務及び

収益費用が発生し、互いに相殺される仕組みとなっております。

このため、上記の取引については、キャッシュ・フローは生じません。

Ö．行政サービス実施コスト計算書関係

引当外退職給付増加見積額は、国からの出向役職員に係るものであります。

×．重要な債務負担行為

該当事項はありません。

Ø．重要な後発事象

該当事項はありません。

˜
˜
 


		2013-09-29T22:10:20+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




